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　　0.はじめに一問題意識-
　1999年１月１日にＥＵ通貨統合の最終段階としてのユーロが導入され，
ＥＵは単一通貨で統合された。ユーロ導入は単一通貨圈の形成という意味
をもつ一方，金融市場統合の成果の上に組成されたものであるという意味
で，金融システムの共通化が実現したものと考えられる。いわば，究極の
金融ビッグバンが通貨統合というユーロ導入によって確立されたものとも
いえよう。
　日本の金融ビッグバンを考察するとき，その根底にあるものが金融シス
テムのグローバル・スタンダードとの整合性の確保であるとすれば，その
グローバル・スタンダードの理念を明確にする必要がある。ビッグバンの
インフラとしてのディスクロージャー，早期是正措置，会計基準などの整
備はアメリカ的システムとの整合性確保であるともいわれる。はたしてア
メリカ的（アングロ・アメリカン）スタンダードのみでグローバル・スタン
ダードを考察してよいかが問われるべきである。
　この点で，ＥＵの金融システムからグローバル・スタンダードとして抽
出できるものを明確にすべきであろう。たとえば，
　①　アメリカでは早期是正措置を1991年のＦＤＩＣＩＡで導入したが, EU
　　にはそのような制度はない（日本で行なわれている自己査定はアメリカに
　　も存在しない），
　②　アメリカでは1966年に郵便貯金制度を廃止したが，ＥＵ諸国には存
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　　在する，
　③　アメリカにも公的金融が存在するが，出口(Federal Credit System)の
　　みである。ＥＵでは公的金融システム（日本の財政投融資制度）がより
　　多様である，
　④　アメリカには協同組織金融機関がcredit union という形でしか存在
　　せず，市場シェアも小さいが（相互組織としてのS＆Ｌがあるが，かなり
　　のものが株式組織に転換している），ＥＵには協同組織金融機関がかなり
　　の市場シェアを有しており，その存在意義が大きい，
といった制度的な相違がもたらす点をグローバル・スタンダードの解釈に
反映させるべきであろう。
　　1.金融システムの類型
［1.1］金融システムのタイプ
　現在の日本型システムが指向していると思われるアメリカの金融シス
テムのプレーヤーは，主に営利法人である商業銀行で，相互組織である
S＆Ｌも株式会社形態が多くなっているように，営利組織に近い存在にな
っている。非営利の協同組織形態としては，クレジット・ユニオンと農協
系の協同組合銀行のグループにすぎず，資金シェアは小さい。郵便貯金は
1966年に廃止されており，政府系金融機関は存在しているがその資金調達
は基本的には市場調達である（連邦資金調達銀行Federal Financing Bankが財
務省から借入れの形態をとるが，その原資は財務省の国債発行によるものが多い）。
　これに対し，ヨーロッパの金融システムは，ドイツ流のユニバーサルバ
ンクに代表されるように，業務面での自由化が進んでいるが，国によって
システムは区々である。しかし，いわゆる間接金融の担い手である狭義の
金融仲介機関は，①商業銀行グループ，②貯蓄銀行グループ（イギリス：
国民貯蓄銀行・信託貯蓄銀行（旧），フランス：貯蓄金庫，ドイツ：貯蓄銀行，イ
タリア：貯蓄銀行，スウェーデン：貯蓄銀行），③協同組織金融機関グループ
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（ィギリス：住宅金融組合（相互組織），フランス：庶民銀行，ドイツ:ＤＧグルー
プ銀行，イタリア：庶民銀行，スウェーデン：協同組合銀行），の３つに大別さ
れる。株式会社組織である商業銀行グループのほかに，これを補完する形
で貯蓄銀行・協同組織金融機関が存在するのが一般的である。
　貯蓄銀行グループは，協同組織金融機関とは非営利という点で似ている。
しかし，貯蓄銀行は一般に不特定多数を対象とするもので，員外取引を区
別しない点で異なっている。貯蓄銀行の中には，公営のものも多いが，民
営のものには協同組合的組織のものも多くある。とくに，日本の郵便貯金
制度に対応するのがこの貯蓄銀行であったり，別に郵便貯金が存在する場
合もある。
　協同組織金融機関は国によっては，住宅金融に特化していたり，農業金
融に特化しているなどの特殊性はあるが，メンバーシップに則とり，非営
利の経営が行なわれている。これらは，ドイツのシュルツエ・ディーリッ
チュ型の信用組合，ライファイゼン型の信用組合の伝統，イタリアでのル
ザッチの協同組合運動などの系譜を反映するものである。協同組織金融機
関は，その発生からして基本的にはメンバーシップ制である。しかし，ヨ
ーロッパの土壌の中で，他の金融機関と同質化してきている。たとえば，
協同組織金融機関の中には員外からの預金吸収に制限がないもの，貸出に
ついても員外を制限しないもの，も多いことが挙げられる。さらに，ヨー
ロッパの協同組織金融機関には，税制・補助金等の面で特別の優遇措置を
受けていない場合も多い（配当課税を除く）。
　したがって，日本の金融システムは郵便貯金や協同組織金融機関のシェ
アの小さいアメリカ型ではなく，むしろヨーロッパ大陸型に近いのである。
表１のように，ディスクロはヨーロッパでは積極的ではないし，預金保険
の活用も盛んではない。日本型システムの特殊性（問題処理の密室性や行政
の不透明性，弱い検査機能など）はアメリカに比べてのものであり，日本特
殊論はややアメリカ・サイドに偏しているきらいがある。日本の金融シス
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テムを考えるとき，営利組織にはアメリカ型を追求するとしても，非営利
組織をいかに市場型システムと整合的にソフトランディングさせるかが重
要で，ヨーロッパ型システムから学ぶべきであろう。金融システム論とし
て，営利組織と非営利組織のバランス，機能分担などが十分議論されてこ
なかった点に，金融システム不安の一端があるともいえよう。ただ，ヨー
ロッパでも営利組織金融機関のリテール・シフト現象は存在しており，協
同組織金融機関への影響は大きい。
　金融グローバリゼイションの中で各国の金融業務の相互参入ないし規制
緩和をみると，証券業務は基本的には自由になっている。一方，保険業務
はヨーロッパでは基本的には自由で，多くは子会社方式である。しかし，
アメリカと日本での保険業務は他業態に対し基本的に禁止されている。ま
た，銀行の事業会社の株式保有などには制度的違いが大きい。
　今後，金融業がリスク管理という括りで統合・整理される方向にあると
すれば，金融機関をシステミック・リスクから守るためには，市場性証券
に運用する取引勘定（決済勘定）と非銀行関連業務を分離する，いわゆる
「ナロウバンク」方式を導入することも重要になる。この点は，アルフィ
ナンツないしバンカシュランスに代表されるような銀行業務と保険業務が
統合される状況でも同様であろう。
　金融規制は，グローバリセイションやデリバティブ取引に代表される金
融システムの市場型への転換に伴って，市場の規律を重視する方向を向い
ている。ところが，表１に示されるように，中央銀行の最後の貸手機能の
活用については多くの国で異論はないが，市場規律を担保すると思われる
ディスクロージャーはアメリカを除くと，その程度は弱いものである。し
たがって，市場型金融システムの確立をいかに担保するのかを合意するこ
とが規制の国際的ハーモナイゼイションにとっては重要であろう。
　日本の金融システムは，株式会社の普通銀行等のほかに，協同組織金融
機関もあり，郵便貯金もある。それぞれ全金融機関の資金のうち23%,25
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（表１）金融規制の類型化
％のシェアである。営利組織の金融機関の資金シェアは50％強でしかない
のである。したがって，日本の金融システムは郵便貯金や協同組織金融機
関のシェアの小さいアメリカ型ではなく，むしろヨーロッパ大陸型に近い
のである。
[1.2]ヨーロッパ型システムの特色と日本の方向
　ヨーロッパ型システムの特色を解明することが，今後の課題であるとし
ても，いくつかのヒントはある。大久保[1995]は，イングランド銀行は
経営困難に陥った銀行の支援はできる限り秘密にすること，支援の有無に
ついて明確な基準はなく，事前に予測しえないようにすることが重要とさ
れていること，検査官の数も多くないこと，などを指摘している。とくに，
銀行と当局の関係について，①国内の銀行も国外の銀行も取扱が同じで，
当局は銀行の育成にも配慮する，②銀行経営には規律と自己管理が重んぜ
られる，③当局との意思疎通が重んぜられる，④規則は状況に応じて柔軟
に適用される，⑤問題は密室(behind the scene)のうちに処理される，とい
う特色があり，イギリス型システムは日本型に近いといい，他のヨーロッ
パ諸国でも同様であるという。むしろ，アメリカ型システムは訴訟社会を
反映し，コストがかかりすぎるという。
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　金融機関のディスクロージャーを否定することは，金融システムヘの信
頼性・透明性の向上に資するものではないので，できるだけ避けなければ
ならない。しかし，すべてアメリカ型のシステムにするのがよいとも思わ
れず，協同組織金融と公的金融を併存させる金融システムについての方向
付けが重要である。この点で，ヨーロッパ型システムを参考にすべきであ
るし，高齢社会を日本よりも先に体験している国の経験に学ぶことも多い
はずである。
　ただし，注意しておくべきことは，ヨーロッパ型社会の安定性ないし成
熟性は評価されるべきであるが，果たしてダイナミックな社会であるかは
問うておく必要があろう。金融の世界でもデリバティブに代表される先端
分野はマネーセンターであるニューヨークの主導性は大きく，先進的なと
ころに鞘寄せしておくことが重要な視点でもある。日本のシステムの方向
としては，アメリカ型の透明性・競争メカニズムとヨーロッパ型の多樣性
を統合したシステムなのであろう。
　　2.ユーロ導入とＥＵ金融システム
［2.1］研究の視点
　ユーロ導入は金融市場統合とりわけ金融システムの統合の上に成り立つ
とすると，その成果として金融資本市場がより効率的になることが期待さ
れる。このことは1986年２月の欧州単一議定書(Single EuropeanＡｃt）に基
づくSMP (singlemarketprogramme)の延長線上にあるものと理解される。
金融システム面では，88年の「第２次銀行指令」の実現（単一銀行免許制度
の採用）が金融資本市場の統合を具体化するものであった。この指令以後，
自己資本比率に関する指令（89年に２つの指令が提示された），マネー・ロン
グリングに関する指令（91年），金融機関の監視・監督に関する指令（92年
に２つの指令が提示された），投資会社・金融機関の適正資本に関する指令
（93年），預金保険制度に関する指令(92, 93, 94年）などが出されている。
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　これらの指令に基づく制度改革によってＥＵ諸国の金融自由化・規制
緩和が進み，金融資本市場は競争的な市場となっている。その結果，1988
年のチェッキーニ報告(Cecchini Report)が指摘したよりも多くの分野で金
融サービス価格は下落し，各国間の価格の幅はかなり縮小したことが確認
されている。
　以下では, SMPにより金融システムの効率性がいかに向上したかを実
証研究の紹介によって検証したい。具体的には金融サービス価格の変化，
金融機関のおける規模の経済性・範囲の経済性のチェック，およびＸ非
効率性に関する分析の検討である。なお，データの制約から新たな実証研
究は次の課題とし，本稿ではあくまで先行研究の紹介に留る。
[2.2]競争の激化
　通貨統合に向けた金融システムの動きとしては，すでに専門銀行化(投
資銀行，ホールセール業務)，ＥＢや電子マネー，業態の不成立すなわちより
一層のユニバーサルバンキング化，持株会社化などに見られるところであ
る。この過程で金融機関について規模の経済性・範囲の経済性が促進され，
さらにＸ非効率性も減少して，効率性が実現することが予想される。具
体的には，次のような点が指摘される1)。
　①　大手ユニバーサルバンクでは，銀行免許の下で可能となる業務が広
　　　がることから，投資顧問業務, M&Aにともなうファイナンスの仲
　　　介等への業務多角化を企図して，これら専門業者の吸収ないし業務
　　　提携を進めている。
　②　保険分野への進出やリテール基盤の拡充等を企図して，保険会社と
　　　の業務提携を進める傾向がある(AUfinanz, bancassurance)。
　③　イギリス系の大手商業銀行では，86年ビッグバンにともない証券業
　　　務進出を図ってきたが，収益不振・競争激化から，一部証券業務か
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　　　らの撤退・証券子会社の統廃合等の組織のリストラが行なわれてお
　　　り，急激な改革に反省も出ている。
　④　欧州系大手銀行では，南欧等の相対的に成長力の高いあるいは預貸
　　　金利鞘の厚いといわれる地域の金融機関の買収・系列化を進めてい
　　　る。
　⑤　中小規模の域内国に本拠を置く銀行では，国内支店網の拡充により
　　　外国金融機関の進出に対抗したり，国際化への対応を海外のコルレ
　　　ス網の活用で凌ごうとしたり得意とする専門分野に特化するなどに
　　　よって，母国をベースとした業務に改めて注力してきている。
　このような合併, M&A,買収，系列化，業務提携などは，金融機関に
ついて規模の経済性・範囲の経済性が存在していることが暗黙の前提であ
るが, SMPによるこれらの経済性については，いくつかの実証研究が行
なわれ，その存在が確認されている。たとえば, European Commission
[1997](MooreReport)によれば，ＥＵの金融統合の進む過程で銀行業の規
模の経済性の存在が確認されているほか2)，範囲の経済性については大規
模銀行において存在することが確認されており，これはバンカシュランス
やアルフィナンツの進行によるものと考えられる3)。この傾向は通貨統合
によって一層促進されることになろう。
[2.3]　リテール・シフト
　銀行とくに大手金融機関のリテール市場への進出は著しく，リテール市
場での競争は激化しているといえよう。また，ＥＵ域内における相互進出
も激しく，国内市場に外国の金融機関が参入し，競争が激化している。た
とえば，
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（表２）ＥＵ諸国における外国銀行の数とマーケットシェア
　①　ドイツの銀行は，フランス，スペイン，イタリアヘ店舗を展開して
　　　いること，
　②　フランスの銀行は，イギリス，オランダ，ペルギー，ドイッヘ進出
　　　しているもの，スペインヘ進出しているものなどがあること，
　③　ロンドンヘ進出している外国銀行は，94年に257行で，人員約4.6万
　　　人，在英銀行資産の57.4％を外国銀行が占める。個人住宅貸出市場
　　　というリテール市場でも外国銀行は4.2%のシェアをもつ㈲年。製
　　　造業では外国銀行のシェアは43.7％に達する）などが見られる4）。
表２に見られるように90年代以降，ＥＵ各国における外国銀行の進出は顕
著で，そのマーケット・シェアも拡大しているが，通貨統合はこの傾向を
加速しよう。
［2.4］銀行の吸収，合併，再編の進行
　リテール市場等での競争激化，業務の同質化などから，金融機関の再編
が急である。１つは合併・統合の動きであり，いま１つは組織の統合であ
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る。競争の激化は，市場への参入・退出を活発化させるが，金融機関の退
出は一般に合併の形態をとる。これは，他方で規模の経済性の追求と符合
する而もある。
　一例として，ＥＵの協同組織金融機関についてみると，合併による再編
が顕著である。
　各国の状況は次の通りである5)。
　①イギリスの住宅金融組合の場合，1950年に835組合ほどあったが，60
　　　年[726]→80年[273]→89年[126]→90年[117]→91年９月[93]→95年
　　　12月[79],にまでに減少した。小規模の組合の統合，合併が行われ，
　　　最終的には30組合程度になるという見方もある。さらに，大手組合
　　　を中心に株式会社化か進んでいる。
　②　フランスの庶民銀行は，1940年代に400行ほどあったが,70年頃[40]
　　　→91年[31]→94年[30]となり，90年代後半にはフランスの経済的地
　　　方である25の地方毎に統合される。(理由は，採算の悪化，利益が上が
　　　らないことによるもので，庶民銀行のテリトリーの小さいことが原因であ
　　　った。１銀行の最低規模は５億ドル程度の資金量という。)
　③　ドイツのフォルクスバンク・ライファイゼンバンクは，1960年に
　　　11,604行ほどあったが，70年[7,500]→80年[4,700]→86年[3,559]
　　　→87年[3,438]→91年[3,220]→93年[2,888]→94年[2,750]→95年
　　　[2,651]→96年[2,589]→97年[2,500],に減少している(72年にフォ
　　　ルクスバンクとライファイゼンバンクの業務・組織の差はなくなり，統計
　　　的には一本化されている。また，90年には356の旧東独のフォルクスバンク
　　　・ライファイゼンバンクを統合したことに注意を要する)。
　④　イタリアの庶民銀行は70年の195行が，80年[158]→88年[127]→90
　　　年[108]→91年[103]まで統合されている。
　⑤　スウェーデンのフォーレニングス・バンク・グループも,90年に373
－36－
　　　行あった個別のフォーレニングス・バンクが91年に系統の２段階制
　　　移行に伴い, 342に統合された。
　このような合併による再編が顕著であるが，次に系統組織の統合が行な
われている点も重要である。これは，事業中央機関を頂点にもつ系統組織
が３段階組織から，２段階組織に転換するものである。　ドイツとスウェー
デンでみられるものである。これらの系統組織の統合・短縮化の動きは，
経済性に基づくものであるといわれ，組織簡略化によるコスト縮小等を目
指すものである。
［2.5］ＥＵの金融システムの特色
　ＥＵの金融システムには株式会社形態の金融機関，協同組織形態の金融
機関，公的金融機関が併存し，ある程度の市場セグメンテーションが行な
われており，グローバル・スタンダードと摸されるアメリカ型の株式会社
組織金融機関中心の金融システムではないという特色がある（表３）。さ
らに，金融自由化の過程で表３の構成比（資産ベース）はフランスとイタ
　（表３）金融機関の経営形態［88年，資産ベース，括弧内は83→88年の変化］
－37－
リアを除くと大きく変化していない。他方，フランスでは民営化か進み，
イタリアでは公営化か進んだ。
　公的所有の金融機関の存在，とくに協同組織金融機関の存在は中小企業
　・個人分野の重視の表われである。リテール分野には大銀行の進出も激し
　く，競争は激化しているが，ＥＵの協同組織金融機関は自らのアイデンテ
　ィティを確立し，リテール分野での棲み分けを模索している。すなわち，
　①　大規模金融機関のリテール戦略と協同組織金融機関のリテールには，
　　　基本的にスタンスの違いがあること，
　②　大規模金融機関のリテール戦略は，収益指向・収益第一であり，リ
　　　テールの対象も中堅企業・富裕層といった分野である(イギリスの
　　　大銀行の2,000の店舗網によるリテールは，イギリスのＡ(1,600家族)・Ｂ
　　　(企業経営者・役員)層という上流階層を相手にしている)，
　③　協同組織金融機関のリテールは，地域での人的結びつき，融け込み
　　　といった地域への密着，収益指向というよりも，地域での共存を第
　　　一としている。たとえば，フランスの庶民銀行は大企業取り引きも
　　　可能だが，中小企業金融に特化し，全金融機関中４％の預金シェア
　　　にもかかわらず，中小企業金融貸出市場のシェアは24％である。イ
　　　タリアの庶民銀行は中小企業金融市場の60％のシェアをもつ，
が指摘できよう6)。協同組織金融機関は地域金融機関として地域ニーズに
対応することをアイデンティティとしている。グローバル化，通貨統合へ
の対応として，絶対の切り札とでもいうべきものはむしろ存在せず，地域
金融機関の本来の機能，優位性を活かせる分野への深耕がなによりも必要
である。制度的相違による金融システムの違いは残る可能性が高い。
　このような市場セグメンテーションないし目的関数の異なる金融機関の
存在は，コーポレートガバナンスの問題でもあろう。すなわち，アングロ
・アメリカン型の多数株主と経営者の権限強いシステムに対して，大陸欧
－38－
州型の少数株主の保有による企業所有と労働者の経営参加のシステムの相
違であろう。
3. SMPの効果（1）
［3.1］ＳＭＰによる金融サービス価格の下落
　ＳＭＰの進行による金融システム面の制度改革によってＥＵ諸国の金融
自由化・規制緩和が進み，競争的な市場となっている。この点を明らかに
するためEuropean Commission はMoore Report［1997］をまとめ，各種
の側面からＳＭＰによって得られた効果を測定している。
　1988年のチェッキーニ報告(Cecchini Report)は，域内市場統合の完成時
（92年）に獲得されうる利益を推計したが，その中で金融サービス価格（87
年時点）を計測し，その値が市場統合の完成する92年末には相当下落する
ことを推計した。Moore Reportはいわばその追試を行なっているが，金
融サービス価格のうちいくつかのものは96年には実際に下落し，各国間の
価格の幅はかなり縮小したことを明らかにしている（もっとも価格下落が少
ない分野，価格差が縮小していない分野もある。表４参照）。具体的には，
　①　商業ローン，住宅ローン，個人株式取引は，調査対象国７カ国中５
　　　カ国で下落した。
　　　　　　　　　　（表４）金融サービスの価格下落
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　②　クレジット・カードはあらゆる国で下落した，
　③　小切手口座は，調査対象７力国中３力国で下落した，
が明らかである。
［3.2］規模の経済性の計測
　金融システムの効率化は，金融産業の規模の経済性と範囲の経済性の発
揮によって実現される。Moore Reportでは規模の経済性と範囲の経済性
の計測を行なった結果，それぞれの存在を確認している。
　Moore Reportでは，通常計測される費用関数の計測の手法を用いて，
規模の経済性を計測している。用いられる費用関数は，トランスログ型関
数で，
である。実際の計測は，1987～94年（年次データ）で，ＩＢＣＡの“Bankscope
database”によるもので，資産規模別に行なわれている（表5）。
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　計測結果によれば，規模の経済は景気変動に対応し，景気後退期には顕
著で，景気回復期には減退する傾向があるという興味深い結果が得られた
が，個々の国について見ると，
　①　イギリスでは，90～94年の計測期間中で，93年を除くと規模の経済
　　　が計測された，
　②　スペインでは，87～94年の計測期間中で, 90, 91, 94年に規模の経
　　　済が計測された，
　③　オランダでは，90～94年の計測期間中で，91～93年に規模の経済が
　　　計測された，
　④　ベルギーでは，90～94年の計測期間中で，94年以外は規模の経済が
　　　計測されたが，90年には大規模行では規模の経済が存在しない，
　⑤　ポルトガルでは，92～94年の計測期間中で，93年のみに規模の経済
　　　が計測された，
　⑥　ドイツでは，87～94年の計測期間中で，小規模行（100億ＥＣＵ未満）
　　　については規模の経済が計測されたが，大規模行については87～91
　　　年には規模の経済が存在しなかった，
　⑦　フランスでは，87～94年の計測期間中で最小規模行（10億ＥＣＵ未満）
　　　については規模の経済が計測され，89～94年に小規模行（10～100億
　　　億ＥＣＵ）で計測されたが，87 ・88年は中規模行以上で規模の経済が
　　　存在せず，91年には大規模行で存在しない，
　⑧　イタリアでは，87～94年の計測期間中で，90 ・91年に規模の経済が
　　　計測されたが，93 ・94年の小規模行を除くと規模の経済は存在しな
　　　い，
　⑨　ルクセンブルグでは，90～94年の計測期間中で91年のみ規模の経済
　　　が計測されたが，90 ・94年に小規模行のみ計測されたのみで，ほか
　　　は存在しない，
　⑩　デンマークでは，92～94年の計測期間中で，92 ・94年に一部を除い
　　　　　　　　　　　　　　　－41－
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（表５）　規　　模　　の　　経
済　　性　　の　　計　　測
－43－
　　　て規模の経済が計測された，
が明らかである。押し並べて，規模の経済が計測されたが，規模の比較的
小さい銀行について規模の経済が顕著である。したがって，小規模行は規
模の拡大によって利益を得る可能性が高い。他方，大規模行については常
に規模の経済が存在するわけではないので，規模拡大の効果は限定的であ
る。
［3.3］範囲の経済性の計測
　ＳＭＰはＥＵにおいてユニバーサル・バンキングを一般化させ，さらに
バンカシュランス，アルフィナンツを促進している（［1.1］参照）。図１
は，個人向け保険の分野における銀行業の進出状況を示したものであるが，
相当規模で進んでいることが明らかである。
　Moore Reportは範囲の経済性の計測を行ない,SMPが銀行業の範囲の
経済性を促進したことを示した。Moore Reportでは，範囲の経済性を伝
　　　　（図１）個人向け保険分野におけるバンカシュランス（1994年）
－44－
統的な計測手法（費用の補完性）ではなく，“expansion path subadditivity”
（ＥＰＳＵＢ）によって計測している。 “expansion path subadditivity”は，たと
えば２つの小銀行が別々に産出するよりも，ある規模の銀行（ユニバーサ
ル・バン列が，小銀行の夫々の産出物を結合して産出する方が効率的で
あるか（大規模銀行が小規模銀行に分割するとコスト高になること）を検証する
ものである。すなわち，
が計測式である（7で＝総費用，Ｑ＝産出，か＝大銀行，α＆ｃ＝小銀行）。
　計測結果は，表６の通りである（ＥＰＳＵＢが正であると，範囲の経済が存在
することになる）。範囲の経済性は，大規模銀行において存在することが確
認される（資産規模500億ＥＣＵ以上と10～100億ＥＣＵ規模の銀行について（イギ
リス，スペイン，オランダ，ペルギー，ドイツ，フランス，イタリア）。ただし，
ルクセンブルグ，ポルトガル，デンマークは除Ｏ。
　　4. SMPの効果（2）
［4.1］企業の非効率性
　企業に関する経済理論的把握では，企業が効率的行動すなわち利潤極大
行動をとることを前提としている。しかし，現実には企業は資本家，経営
者，一般従業員等から構成されており，各構成員は利潤極大以外の目的も
もって行動しているはずである。したがって，企業内部で非効率性が生じ
ることが十分考えられることが，経済理論的な整理でも認識されるように
なった。
　いわゆる伝統的ミクロ理論は，企業は市場を与件として，いわば抽象的
な概念上の企業を想定し，費用最小化（企業はまったく無駄な支出をせず，
最小費用で操業している）・利潤極大化を説明するものであった。すなわち，
　1）一定の生産水準で，その生産費用が最小となるような生産要素の組
　　　　　　　　　　　　　　　－45－
（表６）範囲の経済性
－46－
（ＥＰＳＵＢ）の計測
－47－
　　　合わせを求め，想定する生産水準を変えながらこの手続きを繰り返
　　　し，各生産水準に対応する最小費用を求め，費用関数を導く，
　2）この費用曲線から最大利潤をもたらす生産水準を求める，
という行動を考えている。
　しかし，最近の企業理論では市場と組織の関係，不確実性の導入によっ
て発展してきている。企業と市場との相互作用を重視しつつ市場そのもの
を内生化する一方，企業の内部にも目を向け，組織としての企業にも焦点
が当てられるようになっている。その代表的なものが，ライペンシュタイ
ン(Leibenstein［1966,1976DのＸ非効率性という概念である。
　従来の企業理論では，経済効率性の損失としては，市場の不完全性（独
占，租税など）による資源配分上の非効率性が取り上げられてきたが，企
業組織内部における非効率性も最近の企業理論の発展によりカバーできる
ようになった。組織の非効率性は競争条件が十分には満足されない，いわ
ゆる規制産業において大きいとされるが，金融業のように業務範囲，価格
（金利等），店舗等が規制や指導によって厳しく規制されている業界の分析
において組織の非効率性の考え方をみるのには適しているといえよう。
　ところで，ライペンシュタインのＸ非効率性の概念は，
　1）経営者の経営スラック（経営者が利潤極大化よりも自己の効用極大化を
　　　目指す結果，最小費用以上の費用が組織内部に発生する），
だけでなく，
　2）一般従業員の不注意や怠惰などの浪費的行動によて発生する非効率
　　　性，
　3）大規模組織の階層制（企業規模の拡大に伴って，中間管理層の階層数が
　　　増加する結果，情報伝達に時間を要するようになったり，あるいは不正確
　　　になることによる効率性の損失），
をカバーし，資源配分上の非効率性以外のあらゆる非効率性を含めるもの
である。
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　Ｘ非効率性の具体的尺度としては，いくつかの方法が知られている。
たとえば，｢所与の生産量水準についての理論的最小費用と現実費用との
差｣として計測する方法がある。これは，個々の企業の平均費用を算出し，
２次元のグラフにプロットし(横軸は生産量，縦軸は平均費用)，もっとも低
い費用曲線を結んだフロンティア平均費用曲線と当該企業の平均費用との
垂直方向の乖離幅を測定し，これをＸ非効率性の程度として把握するの
である7)。
[4.2]先行研究
　規模の経済性・範囲の経済性は，金融機関についていえば, efficient
frontierで生産していることを仮定すると考えられるが，実際には生産要
素が効率的に使用されていない，ないし経営能力が不十分といった理由か
ら，金融機関の経営が効率的でないことがあり，このような効率的生産か
らの乖離がＸ非効率性である。このＸ非効率性についての実証研究は緒
についたばかりであり, Rangan et.al.[1988], Berger and Humphrey
[1991, 1992], McA111ster and McManus [1993]によって先駆的研究が行
なわれている8)。それらはトランスログ費用関数を計測し，その推定値と
実現値の残差をＸ非効率性として計測する手法をとっている(econometric
frontierapproach (EFA), thick frontierapproach (TFA), data envelopment analysis
(DFA), distribution-freeapproach (ＤＦＡ)などの手法が用いられている)。
　その後，アメリカのS＆Ｌについての, Mester[1993], Cebenoyan et. al.
[1993]の研究や9)，Ｋａｐａｒakis et.al.[1994]の分析があるほか，ＥＵ諸国
についてMolyneux, Altunbas and Gardener [1996]の分析が行なわれて
－49－
いる10）。
［4.3］金融機関の効率性とＸ非効率
　金融機関の競争の促進によって効率性が達成できることが，3.の分析の
前提で, SMPの効果もそこにあるもとと考えられる。しかし，金融機関
の効率性を判断する上で用いられるのは既に指摘した規模の経済性・範囲
の経済性の概念である。この規模・範囲の経済性の前提にあるのは，金融
機関がミクロ経済学的には利潤極大行動を行なった結果であることである。
すなわち，短期的に一定の生産規模の下で，利潤極大行動を行なった結果
として得られた利潤極火点をさまざまな生産規模に対応する点を結んだ包
絡線が長期費用曲線になるので，金融機関が効率的な経営を行なっている
場合に規模・範囲の経済性が成立することになる。つまり，Ｘ非効率な
経営を行なっていないことが前提とされるのである。
　規模・範囲の経済性が成立し，Ｘ非効率な経営を行なっていないとい
うことは，金融機関が有効フロンティア(efficient frontier)で生産している
ことを意味するが，金融機関の経営はその特質（経営形態や規制の存在など
から）から効率的でないことがある。そこで，もっとも効率的な費用と現
実の費用との乖離があればこれをＸ非効率性にれには経営スラック，従業
員の怠慢，大規模組織の階層制の弊害なども含まれる）として考えることがで
きる。
［4.4］ＳＭＰによるＸ非効率性の減少
　Moore　Reportでは, IBCAの“Bankscope database”を用いてＸ非効
率性を計測している。実際には, efficientcost frontierと実際の費用との
－50－
乖離を計測し，その大きさをＸ非効率性と定義している(正確には，誤差
十Ｘ非効率性)。
　ＳＭＰの進展が，Ｘ非効率性を低下させたかをチェックすると11)，ＳＭＰ
の成果が明らかになってきた90年代に入ってＸ非効率性(現実の費用と最
低費用(費用関数から得られる理論値)との乖離)は低下しつつある(Ｘ非効
率性を総費用に占める割合で示すと，ＥＵ諸国の平均値では，90年[2７.2％]→91年
[2７.1％]→92年[26.1％]→93年[24.5％]→94年[22.9％]，と低下した。さらに，国
別には表７をみても93 ・94年には顕著に低下している)。計測結果からは，
　①　国別では，デンマーク，ポルトガル，スペインでＸ非効率性の低
　　　下が顕著である，
　②　金融機関の規模別では，小規模金融機関の方が大規模金融機関に比
　　　べて，Ｘ非効率性が大きい，
　③　大規模な金融機関でＸ非効率性の減少が顕著である(図２)，
といったことが分る。この結果から, SMPが金融機関の効率性を高めた
ことが明らかで，通貨統合によってＸ非効率性の低下の傾向は強まり，
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　（図２）大規模金融機関のＸ非効率性
一大規模銀行［50億ＥＣＵ以上］のケースー
金融機関の効率性向上は一層加速されることになろう。
　　5.残された課題：金融システムのセイフティネットの共通
　　　　化など
　ユーロ導入に伴って金融資本市場が統合され，加盟各国の預金音は有利
な金融機関と取引するようになったが，金融機関にすれば居住者・非居住
者の区別がなくなることになった。そこで，各国の預金保険制度を共通化
すること，あるいはその適用を共通化することによって，セイフティ・ネ
ットを共通の基盤にすることや，コンピュータ・システムの安全性につい
ても同様な視点からの整備が必要となった。
　預金保険制度は従来，国によって制度が異なっていた。たとえば，付保
対象預金についてみると，日米が採用している定額付保制度に対して（付
保限度以下の預金者に市場規律が要求されない可能性が高いといわれる)，イタリ
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アやイギリスは比例損失填補制度で預金額の一定比率をもって保険金支払
額とする制度であり，小口預金者に対しても破綻にともなう損失の一部を
負担させるものである（市場規律を要求し，金融機関選択のインセンティブが
はたらＯ。これに対してドイツは定額付保上限方式から当該銀行の自己資
本の30％という付保限度としているが，これは金融機関の自己資本維持・
向上の確保を迫るものである。いずれにしても，１国内で異なる預金保険
制度が併存し，預入銀行の母国毎に付保条件が異なることになるが（母国
主義），預金者にすればどこの国の銀行に預入しても当該国の預金保険制
度の対象になるとすれば，どこの国の金融機関が有利かを選別するインセ
ンティブが働く。
　また，預金保険制度が金融機関の破綻処理にあたって保険金支払（ペイ
ォフ）の手段しかもたない国としてフランス，イギリスがあるが，破綻処
理に対する権限を付与している国もある（ドイツ，イタリア等）。金融機関
にすれば母国主義で預金保険制度に加入するのか，有利な国の預金保険制
度に加入するのかという選択が起こり得よう。
　ＥＵでは92年預金保険制度設立に関する指令提案，93年間修正案で，最
低付保額２万ＥＣＵ（比例損失填補制度国では２万ＥＣＵまでの付保率は90％以
上），母国に比べ現他国が高い付保レペルの場合にはその海外拠点は現地
の預金保険制度に加入するといった標準化が行なわれている。ただし，母
国制度のレペルが現地国よりも高い場合の調整方法が規定されていないの
で，母国制度の有利な外国金融機関が選択される可能性があることが指摘
できる。これは，海外預金者の付保を拒絶するなどの母国当局による恣意
的運用を招く可能性をもっている。さらに，加盟国のある国の預金保険制
度が破綻処理に対して資金拠出する際，公的資金を投入できる制度がある
場合に，母国以外の当該国の海外拠点に対する扱いなどについて国際倒産
法上の問題点も指摘されている12）。
　加盟各国の金融監督制度についてもＥＣＢの下での共通化するか，ある
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いは共通の規制・検査・監督を行なうことが金融資本市場が円滑に機能す
る上で重要なインフラとなろう。
　いずれにしても，金融システムのプレーヤーは同質化か進み，各国の金
融資本市場を差別化するには，独自の機能をもつことが必要になるが，こ
れは通貨統合とはアンビバレントかもしれない。
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